
新

～5日

平成31年度　

規

予定 平成32年度　予

完

定

須坂市及び三浦市の

了

児童生徒がお互いの市

事

にて交流を 須坂市及び

業

三浦市の児童生徒がお

ゼ

互いの市にて交流を

図

ロ

る。 図る。

予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

平成29年度　実績 平成30年度　予定

平成31年度　予定 平成32年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成３０年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 北澤知子

全体計画 経費区分 － 内線 3645

事務事業名 4299 親善交流事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 07023800 多様な活動主体の参画による地域社会づくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100606 教育費・社会教育費・児童青少年総合対策費
科目

事業 020000 親善交流事業

事業目的 事業概要・効果 

姉妹都市三浦市の児童・生徒との交流を通して、須坂 姉妹都市神奈川県三浦市の児童・生徒がお互い交互に

の良さを再認識するとともに、姉妹都市の文化や生活 訪問し交流する。

への理解を深め、交流の中から新しい友人をつくり、 民泊は、はじめて知らない家庭に泊まらせていただく

豊かな心を育む。 機会で、経験し

内

た児童・生徒、受け入

部

れた家庭にとっ

て貴重

評

な経験となる。

中学生

価

は班の責任者として、

【

責任感、積極性を身に

二

つ

け、日常の学校生活

次

や生徒会活動の中でも

】

活かす。

ＰＬＡＮ－Ｄ

1

Ｏ

年度実績及び予定

平

頁

成27年度　実績 平成

平

28年度　実績

須坂市

成

19名、三浦市20名

３

の児童生徒がお互いの

０

市にて 須坂市及び三浦

年

市の児童生徒がお互い

度

の市にて交流を

交流を

　

図った。 図った。

三浦

行

市訪問　7月29日～

政

31日 三浦市訪問　7

評

月27日～29日

須坂

価

市受入　8月7日～9

事

日 須坂市受入　8月5

業

日～7日

平成29年度

別

　実績 平成30年度　

シ

予定

須坂市及び三浦市

ー

の児童生徒がお互いの

ト

市にて交流を 須坂市及

実

び三浦市の児童生徒が

計

お互いの市にて交流を

対

図った。 図る。

三浦市

象

訪問　7月29日～3

評

1日 三浦市訪問　7月

価

26日～28日

須坂市

対

受入　8月4日～6日

象

須坂市受入　8月3日



員数
嘱託職員 0.2 0.2

（人）
臨時職員 0.0 0.0

正規職員 2,144.7 2,144.7

人　員 嘱託職員 553.2 553.2

コスト 臨時職員 0.0 0.0

計 2,697.9 2,697.9

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 3,644.9 4,086.9

（単位：千円）

平成29年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

民泊協力謝礼
8節  報償費 82

消耗品費80、現地食事代183、資料印刷費10
11節 需用費 273

13節 委託費 0

15節 工事請負費 0

19節 負担金補助及び交付金 0

旅費122、役務費（

内

保険料等）30、利用

部

料及び賃借料（施設使

評

用・バス借
その他 59

価

2
上）440

【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成29年度 平成30年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成29年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成29年度 平成30年度

決　　　算 予　　　算

事業費 947 1,389

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 947 1,389

正規職員 0.3 0.3
人



委

人間形成の一助となっ

託

ている。

評   価

コ

費

メント

・成果を落とさ

1

ずにコストを削減する

5

方法はあるか

効 率 

節

性 ・効率性向上に努め

 

ているか やや悪化

・使

工

用料などの受益者負担

事

や補助対象事業の範囲

請

など、財源確保の余地

負

はないか

一部の児童生

費

徒のために公的資金を

1

投入することは公平性

9

に欠ける。

宿泊施設の

節

民営化により、費用が

 

増加。
評   価

コメ

負

ント

振り返り（決算年

担

度の取組み課題）

受益

金

者負担を求めれば、参

補

加者の減少が見込まれ

助

る。

参加者にとって一

及

番魅力的なプログラム

び

である「民泊」は、こ

交

の事業に家庭も関わっ

付

ていただくという目的

金

だが、訪問は

良くても

そ

受入れるのは困難とい

の

う状況が続いている。

他

民泊受入れを条件に参

Ｃ

加募集した結果、交流

Ｈ

事業に意欲的な子ども

Ｅ

が参加した一方で、人

Ｃ

数は定員の20人に満

Ｋ

たない状況

。

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成30

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

民泊協力謝礼等
8節 

平

 報償費 95

消耗品費

成

60、現地食事代17

3

3、資料印刷費19
1

0

1節 需用費 252

1

年

3節 委託費 0

15節

度

 工事請負費 0

19節

当

 負担金補助及び交付

初

金 0

旅費229、役務

予

費（保険料等）36、

算

利用料及び賃借料（施

　

設使用・バス借
その他

事

1,042
上）777

業

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

費

目 評価観点 評価内容

・

の

市民の生命・財産を守

内

るため市が実施するこ

訳

とが必要不可欠な事業

主

であるか

・行政内部の

な

管理運営上必要な事業

節

であるか

必 要 性 ・

金

市が主体となり実施す

額

べき事業か やや低い

・

内

法的な根拠や公的関与

容

の妥当性はあるか

・目

8

的は結果（施策の目指

節

す理想）に結びついて

 

いるか

法的根拠はない

 

。

姉妹都市交流の主要

報

事業として位置づけら

償

れている。
評   価

費

コメント

・事業の成果

1

は上がっているか

・目

1

標に対する達成度は十

節

分か

有 効 性 ・市民

 

生活上の課題解決に貢

需

献しているか 普通

・行

用

政内部の管理上の課題

費

解決に貢献しているか

1

・事業の目的が達成で

3

きるような事業内容に

節

なっているか

参加した

 

子どもたちの社会性や



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

当市において民泊受入れ家庭の確保等の課題はあるも 両市で話し合いを持ち、当面継続を確認。

内

のの、三浦市からは事

部

業継続の強い意向もあ

評

り、交互

に訪問、交流

価

することは、両市の児

【

童・生徒にとって

大変

二

貴重な経験になってい

次

る

外部評価

次年度以降

】

の方向性

外部評価コメ

4

ント

頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


